
証券コード 7777

2024年７月10日

（電子提供措置の開始日2024年７月３日）

株 主 各 位
東京都千代田区麹町三丁目２番４号

株式会社スリー・ディー・マトリックス

代表取締役社長 岡田 淳

第20期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、当社第20期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ

げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記

ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト （https://www.3d-matrix.co.jp）

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
東証ウェブサイト

（https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show）
上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情

報」「縦覧書類/PR 情報」を順にご選択の上、ご覧ください。

書面又はインターネットにより議決権を行使する場合には、お手数ながら電子提供
措置事項に掲載の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、後述のご案内に従
って2024年７月24日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してくださいますようお
願い申しあげます。

敬 具

記

１. 日 時 2024年７月25日（木曜日）午前10時

２. 場 所 東京都千代田区隼町１番１号 ホテルグランドアーク半蔵門

富士西の間（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください）

３. 目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第20期（2023年５月１日から2024年４月30日まで）事業報告の

内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

２. 第20期（2023年５月１日から2024年４月30日まで）計算書類の

内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 監査役２名選任の件
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第２号議案 当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員、当社子会社の

取締役及び従業員並びに社外協力者に対して、ストック・オプ

ションとして新株予約権を発行する件

４. 招集にあたっての決定事項

代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する

場合に限られます。なお、代理人は１名とさせていただきます。

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示を

されたものとして取り扱わせていただきます。

インターネットと書面により重複して議決権を行使された場合は、インターネ

ットによる議決権行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。なお、イ

ンターネットによる方法で複数回議決権行使をされた場合は、最後の行使を有効

な行使として取り扱わせていただきます。

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。

◎当社は、法令及び定款第18条の規定に基づき、電子提供措置事項記載書面に記載すべき事項
のうち、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウェブサイト
(https://www.3d-matrix.co.jp)及び東京証券取引所ウェブサイト
(https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show)に掲載しております
ので、書面交付請求をされた株主に交付する書面には記載しておりません。

①事業報告の「会社の新株予約権等に関する事項」「会社の体制及び方針」
②連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

従いまして、電子提供措置事項記載書面に記載の内容は、監査役が監査報告の作成に際して
監査をした事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに会計監査人が会計監査報告の作成に
際して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載さ
せていただきます。

◎2024年4月期決算・中期経営計画説明会につきましては、当社ホームページ上で動画を公開
しております。動画は当社ホームページのリンクよりアクセスいただくか、以下のURLより
ご覧いただけますと幸いです。
https://youtu.be/yh7GDaureBE
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承い

ただきますようお願い申しあげます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイ

トをご利用いただくことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス https://www.web54.net

２. 議決権行使の方法について

（１）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議

決権行使コード」及び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否

をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサ

イトログインQRコード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及

び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用議決権行使ウェブサイトから議

決権を行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QRコー

ドを読み取り、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワー

ド」を入力いただく必要があります。

３．議決権行使のお取扱いについて

（１）議決権の行使期限は、2024年７月24日（水曜日）午後６時までとなっておりま

すので、お早めの行使をお願いいたします。

（２）書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネ

ットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インター

ネットによって複数回数又はパソコン・スマートフォンで重複して議決権を行使

された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたしま

す。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料

金（接続料金等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決

権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。

４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重
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要な情報です。印鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再

発行をご希望の場合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効で

す。

５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下

記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00 ）

（２）その他のご照会は、以下のお問い合わせ先にお願いいたします。

ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社までお問い合わせくだ

さい。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行 証券代行部

［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土日休日を除く）

以 上
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事 業 報 告

(2023年５月１日から
2024年４月30日まで)

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当社グループは米国Massachusetts Institute of Technology（マサチューセッ

ツ工科大学）の研究者の発明による自己組織化ペプチド技術を基にした医療製品

の開発・製造・販売に引き続き注力しております。自己組織化ペプチド技術は幅

広い応用が可能なプラットフォーム技術です。既に安全性が確認されており人へ

の使用も広く認められていること、また、医療機器の適応拡大としての開発が可

能なこと等から、当社においては幅広い領域での事業展開を行っております。

現時点では主に、外科領域、組織再生領域、ドラッグ・デリバリー・システム

（以下、「DDS」という。）領域で事業を展開しております。外科領域においては、

日米欧３極においてそれぞれ複数の製造販売承認を取得しており、規模の経済を

獲得するための製造のスケールアップ等にも取り組んでおります。

今後は自己組織化ペプチドの技術優位を活用し、将来的にさらに大きなニーズ

が見込める組織再生領域やDDS領域において、３極展開の強みを活かしグローバル

最適の開発・販売方針を採用してまいります。

当連結会計年度の研究開発で大きく進展があったトピックスにつき、以下に報

告させていただきます。

外科領域：

① 止血材（TDM-621）

日本においては、2020年に消化器内視鏡治療における漏出性出血に対する止血

を対象として吸収性局所止血材「ピュアスタット」の製造販売承認を取得してお

り、2021年12月からは本製品の保険適用が開始されております。これにより、医

療機関の費用負担なく「ピュアスタット」を使用できることになり、現在販売が

順調に推移しております。また、2024年４月には静岡県立静岡がんセンターにて、

胃外科領域への適応拡大に向けた医師主導特定臨床研究が開始される等、消化器

内視鏡領域以外への適応拡大に向けた準備も進めております。

欧州においては、2014年にCEマークを取得しており、現在欧州全域において販

売中です。今後は中枢神経分野等領域の拡大や創傷治癒等機能の拡大等、継続し

て複数の分野で適応拡大を進め、オンリーワンの製品となれるよう価値を一層高

めていく方針です。
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米国では、消化器内視鏡治療領域において、2021年１月に米国食品医薬品局

（以下、「FDA」という。）より販売承認を取得しており、2022年７月から販売を開

始しております。また、2022年８月に手術等の処置に伴うものではない病変等か

ら起こる自然出血（以下、「Primary Bleeding」という。）への適応拡大を目的と

した市販前届510(k)を申請しておりましたが、2023年３月に販売承認を取得いた

しました。Primary Bleedingの日米欧での市場規模は100億円程度と推計され、本

適応拡大によってより一層製品力を高め、米国における消化器内視鏡治療の広ま

りや安全性の向上に貢献していきたいと考えております。

② 粘膜隆起材（TDM-644）

当社が独自に開発した新規ペプチド配列を用いた製品「ピュアリフト」です。

自己組織化によりゲルを形成するため隆起維持性能に優れており、また、生物由

来成分ではないためウイルス等の混入リスクがない安全性の高さにより、既存製

品と差別化されております。ポリープ、腫瘍等を切除する内視鏡手術時に幅広く

使用される可能性があります。

日本においては、2021年５月に製造販売承認を取得しており、2021年12月には

販売用製品の製造を開始いたしました。また、2022年８月には販売開始に向けた

更なるデータ拡充のため臨床研究を開始しております。さらに、2022年12月より

保険適用が開始され、医療機関が使用した「ピュアリフト」の特定保健医療材料

費については、医療機関は保険償還価格にて保険請求が可能となります。これに

より、医療機関の費用負担なく「ピュアリフト」を使用できることとなります。

止血材「ピュアスタット」販売時のフックとして「ピュアスタット」販売拡大に

も貢献すべくクロスセルでの販売を予定しております。

③ 後出血予防材

欧州においては、消化器内視鏡治療時に生じる後出血予防効果に関して、2018

年12月に適応追加が承認されました。また、オーストラリアにおいても、後出血

予防効果に関して、2019年９月に適応追加が承認されました。さらに、米国にお

いては、2021年６月に止血材の承認と合わせて後出血予防の適応も同時に承認を

受けております。

治療後に起こる後出血は、再手術が必要となることから患者及び医療機関双方

の負担が大きく、強いニーズがあります。消化器内視鏡治療における出血はおお

よそ５％程度であるのに対し、治療後に後出血が懸念されるリスクの高い患者・

手技はおおよそ30％あるとされており、本適応の追加により当社製品が獲得可能

な市場は数倍に拡大する可能性があります。
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④ 次世代止血材（TDM-623）

当社が独自に開発した新規ペプチド配列を用いた開発品です。現在の止血材よ

り止血効果に優れ、原価を大幅に削減できる等の優位性があることから、将来的

に主力製品として市場に供給すべく開発を進めてまいります。

欧州においては、2021年５月に治験計画届の承認がなされ、2021年７月より脳

神経外科を対象とした治験を開始しておりましたが、2023年８月に症例登録を完

了し、2024年４月に欧州の第三者認証機関に対し製造販売承認申請を行っており

ます。

⑤ 癒着防止材（TDM-651）

米国では、耳鼻咽喉科領域において、2019年４月にFDAより癒着防止材兼止血材

「PuraGel」の販売承認を受けております。本製品は、癒着防止、止血、創傷治癒

を同時に行える現状唯一の製品であることから、鼻甲介切除術や鼻中隔形成術等

において高い臨床的価値を提供でき得るものと期待しております。特に術後のパ

ッキング（鼻に詰め物をする処置）は患者のQOL（Quality Of Life）を著しく悪

化させているといわれておりますが、当社製品によってパッキングを極力減らす

ことが可能となり、患者のQOLを重視する米国市場では強いニーズが期待できま

す。

また、日本において、2023年３月に止血材「ピュアスタット」の婦人科領域へ

の適応拡大に向けた医師主導特定臨床研究を開始しております。本特定臨床研究

より得られるデータは、止血材の同領域での効果確認だけでなく、癒着防止材と

しての開発への足掛かりにも寄与すると考えております。婦人科領域及び産科領

域における止血及び癒着防止のグローバルでの市場規模は1,000億円以上と見込ま

れ、本領域への適応拡大に向けて引き続き日本と欧州双方で医師主導治験の準備

を進めております。

組織再生領域：

① 消化管の創傷治癒

米国において、2022年４月に粘膜炎の創傷治癒に対する承認を取得いたしまし

た。これは直腸の粘膜炎等の治癒に幅広く使える可能性がある承認であり、止血

材よりさらに付加価値の高い製品としての販売が可能となります。例えば一つの

適応事例としての放射線性直腸炎は、前立腺がんや子宮がん等への放射線療法に

起因する副作用で、大腸粘膜の炎症を高頻度で引き起こします。また、２割程度

の患者は慢性的な下血、頻繁な排便、激しい腹痛等の晩期障害に悩まされており、

有効な治療法の確立が望まれております。

この領域で早急に成長を蓄積し、さらに巨大な市場である炎症性腸疾患（以下、

「IBD」という。）への適応拡大を進めてまいります。IBDは消化管の難治性炎症で、
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原因不明で一度発症すると再燃と寛解を繰り返す特定疾患であり、グローバルで

数兆円の顕在市場が存在します。2023年６月には、群馬大学医学部附属病院にて

IBD領域での効果確認のための医師主導特定臨床研究が開始しており、さらに、

2024年５月には公立大学札幌医科大学にて同じくIBD領域での医師主導特定臨床研

究が開始しております。また、2024年２月には学校法人久留米大学と共同で、IBD

に起因する腸管における潰瘍又は瘻孔の治療及び予防を目的とする自己組織化ペ

プチドを含有する医療組成物を広く保護する特許を取得しております。今後も日

米欧にて複数の医師主導特定臨床研究を計画し、早期にPOC（Proof Of Concept）

を取得することを目指します。POC を取得した暁には、本格的な開発を開始する

計画です。

また、2023年７月に広島大学病院にて、食道狭窄予防の効果確認のための医師

主導特定臨床研究が開始されております。食道狭窄は、主に内視鏡的粘膜下層剥

離術で広範囲に腫瘍を切除した場合に必発する術後合併症で、嚥下障害をきたし

患者のQOLを著しく低下させます。現在確立された予防法が存在しないアンメット

ニーズとして医療現場では認識されており、本特定臨床研究にて有用性と安全性

を検証し、適応拡大の可能性を追求いたします。

② 皮膚における創傷治癒材（TDM-511）

米国では、2015年２月にFDAより販売承認を取得しております。より高い臨床的

価値が求められる重度の熱傷や皮膚がんの分野への進出を目指して、他薬剤との

コンビネーション（抗生物質、抗がん剤等）も視野に入れて研究を進めておりま

す。また、巨大市場である美容整形分野にもアクセスすべく、2020年５月に適応

を拡大しております。欧米において複数の臨床研究を進め、有望な結果が観察さ

れ始めており、論文発表も行われております。

③ 歯槽骨再建材（TDM-711）

米国での臨床試験で15症例の施術・経過観察が完了し、骨形成に良好な結果や

データを得ております。一方で、プロトコルに改善の余地があったため、2018年

４月期に臨床試験を12症例追加で継続する等、臨床試験を継続しており、今後も

引き続き製品化に向けた開発を進めてまいります。現在の試験完了後のステップ

についてはFDAと協議中です。

DDS領域：

国立がん研究センターとの「RPN2標的核酸医薬によるトリプルネガティブ乳が

ん治療」共同プロジェクトにおいて、界面活性剤様ペプチドA6Kを核酸医薬のDDS

として提供しておりました。当社は、国立がん研究センターと共同でがん幹細胞

に対する治療薬や診断方法の特許を取得しており、同分野や関連分野の共同研究/
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共同開発に向けた取り組みを進めております。

広島大学との共同プロジェクトにおいても、悪性胸膜中皮腫を対象疾患とする

革新的抗腫瘍核酸医薬にA6Kを提供し共同開発を進めておりましたが、広島大学の

田原栄俊教授により新たに設立された株式会社PURMX Therapeuticsが今後の製品

開発を主導することとなりました。当社も同社株式の一部を取得し、今後も引き

続き共同で製品開発を進めてまいります。2022年１月には、医師主導治験（第Ｉ

相）において第一症例の組み入れが実施され、臨床試験が開始されております。

核酸医薬へのDDSとして当社製品がヒト臨床で使用されるのはこれで２件目とな

ります。今後の核酸医薬の広まりとともに、当社の技術が核酸のデリバリーのオ

プションとして更なる広がりをみせる可能性が出てきております。

また、当社技術をCOVID-19を含めた各種ワクチンのDDSに応用する検討も進めて

おります。各種ワクチンによる防御免疫反応を高め、強力なアジュバント（主剤

の効果向上並びに補助を目的として併用される物質）の反応性を排除することで、

効率的かつ安全なワクチンデリバリーシステムを開発することを目的とし、米国

Tulane Universityと共同研究を開始いたしました。本共同研究により、同レベル

の免疫を獲得するために必要なワクチンの接種回数を減らすことができる可能性

や患者の負担を軽減できる可能性あるいは各種ワクチンの経鼻投与ができるよう

になる可能性が期待されます。

製品原価率を大幅に低減するための製造方法の変更検討：

当社グループは、当社製品群の製品原価率を大幅に低減すべく、滅菌方法の変

更及び製造スケールアップを進めております。2020年10月に欧州の第三者認証機

関に新たな製造方法への変更申請を提出しておりましたが、2021年５月にその承

認を取得しております。

本製法による製造は順調に開始されグローバルに出荷が開始されており、新し

い原価は移動平均法によって順次低減しております。これらの施策により製品原

価率は大幅に低減すると見込んでおります。この原価低減施策により、早期黒字

化に向けてのボトルネックが解消されたと考えております。

製造所の拡充：

当社グループは、扶桑薬品工業株式会社との間で、2011年５月に自己組織化ペ

プチドを用いた吸収性局所止血材の製造委受託契約を締結し、2020年７月に製造

委受託契約の解除通知を受領しておりましたが、その後の協議の結果、一時的な

製造に関する合意を経て、2022年６月に改めて継続的な製造に関する合意書を締

結いたしました。

また、当社グループは2021年12月にドイツのPharmpur GmbH（以下、「Pharmpur

社」という。）との製造・サービス委託契約を締結しております。Pharmpur社にお
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いて既に米国向け製品の製造を開始しており、欧州に関しては2022年１月に製造

所追加の承認申請を第三者認証機関に提出しておりましたが、2023年３月に承認

を取得しております。本承認を受け、米国向け製品の製造に続き、欧州、オース

トラリア、中東等のCEマーク適用国市場向け製品の製造を開始しました。また、

Pharmpur社においては、更なるスケールアップによる製造原価低減を目的とした

プロジェクトが進捗しており、欧州の第三者認証機関への申請を行っておりまし

たが、2023年９月に第三者認証機関より重大な変更にあたらないとの通知を受領

し本プロジェクトを完了しております。本プロジェクトは中期経営計画に含めて

おらず、また、今後の販売規模の拡大に伴い引き続き製造の効率化を検討してい

るため、更なる製造原価低減が得られた場合には計画に対するアップサイド要因

となります。

これらにより、複数の製造拠点をもって、安定した製品供給による更なる事業

の拡大を図ります。

次に販売進捗の状況につき、以下に重点エリアの報告をさせていただきます。

① 欧州

欧州における製品販売は、1,699,948千円となり前期比47.1％増となりました。

主要製品である消化器内視鏡領域の止血材は、特に欧州最大規模の市場を誇るド

イツにおいて2023年３月より本格稼働しているFUJIFILM EUROPE B.V.（以下、

「FUJIFILM」という。）による販売が好調で、大規模施設の開拓が計画どおりに進

捗しております。心臓血管外科領域及び耳鼻咽喉科領域における直販体制につい

ては、前期において直販体制への先行投資が短期的に想定どおりの貢献をみせな

かったことから、当期は既に投資を大幅に縮小しており、期中の実績次第でさら

に縮小する方針としておりました。しかしながら、両領域においては当期の方針

策定時の想定より高い成長がみられており、実績を見ながら今後の方針を検討し

てまいります。

② 米国

米国における製品販売は、1,527,439千円となり前期比398.0％増となりました。

2022年７月から販売を開始した消化器内視鏡領域においては高い成長を維持して

おり、Primary Bleedingへの適応拡大の効果もあり、四半期ごとに過去最高額を

達成し計画を大幅に超える結果となりました。新規顧客獲得数が順調であること

に加え、既存顧客における製品販売額の伸びも同時に実現できており、製品が着

実に市場に浸透していることがうかがえる結果と考えております。耳鼻咽喉科領

域においては、前期において想定どおりの収益貢献ができなかったことから、一

時的に販売体制の縮小を行い、利益貢献が高く成長率が著しい消化器内視鏡領域
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に営業リソースを集中させる計画としております。しかしながら、耳鼻咽喉科領

域におけるアピールポイントを止血から創傷治癒や癒着防止へ転換する戦略変更

を行った結果、製品販売額が計画を大幅に上回って伸長しております。

③ 日本

日本における製品販売は、901,540千円となり前期比97.2％増となりました。販

売開始以来継続して高い成長率を維持しており、新規顧客獲得に加え、既存顧客

の製品使用量を増やす施策が奏功しており、引き続き営業一人当たりの貢献利益

の黒字拡大を達成しております。

④ オーストラリア

オーストラリアにおける製品販売は、435,601千円となり前期比15.7％増となり

ました。2022年７月に実施された政府による民間保険価格の見直しによる製品販

売価格の低下の影響を受けておりましたが、2023年３月から製品販売価格がさら

に20％下方に見直されたことにより、製品販売額の減少圧力が強まっております。

しかしながら、既存顧客を中心とした営業活動により前期を上回る販売数量を達

成し、前期を上回る製品販売額も確保しております。

このような結果、当期については、止血材の製品販売は欧州で1,699,948千円、

米国で1,527,439千円、日本で901,540千円、オーストラリアで435,601千円を計上

し、その他事業収益24,289千円を含めると、事業収益4,588,818千円（前期比

2,274,735千円の増加）と前期比98.3％増となり、計画を上回る結果となりまし

た。

費用面に関しては、販売領域の集中と選択を進め、確実な成果と確度の高い収

益増加が期待できる消化器内視鏡領域にさらにフォーカスし、現時点で利益への

貢献が低いその他の領域については短期的には大幅縮小し、その分のコスト削減

を進めております。一方で、一時大幅縮小した欧州の心臓血管外科領域及び耳鼻

咽喉科領域の営業リソースに関して更なる削減を計画しておりましたが、両領域

とも当期の方針策定時の想定より高い成長がみられ、来期以降の利益貢献が期待

できる実績を上げているため、第３四半期において更なる削減は行わず現状を維

持する判断をいたしました。維持した経費に対応する事業収益成長の効果は経費

の発生に遅れて発生するため、結果として短期的には計画対比で営業損失の拡大

要因となっております。

この結果、営業損失は2,117,039千円と前期より1,041,306千円改善し、営業赤

字の縮小を実現しております。また、子会社貸付金に係る為替差益の影響等によ
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り経常利益は140,139千円（前期は経常損失2,356,571千円）となった一方、親会

社株主に帰属する当期期純損失は255,505千円（前期は親会社株主に帰属する当期

純損失2,445,978千円）となりました。

なお、第３四半期に特別損失として計上した送金詐欺損失に伴う事象について

は、専門機関の指示を仰ぎながら必要な再発防止策を実施し、強固な体制を構築

したと認識しております。

当社グループの事業は単一セグメント（医療製品事業）であるため、セグメン

トごとの記載はしておりません。

(2) 資金調達の状況

売掛金の回収、第８回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行、第34回新株

予約権の行使、第35回新株予約権の発行及び行使、第36回新株予約権の発行、第

39回新株予約権の発行及び行使により資金調達ができております。

(3) 対処すべき課題

当社グループは、医療分野を取り巻く現状を分析し、それらを踏まえた最善の

事業戦略の策定及び推進実行に向けて、具体的には以下のような点が事業運営上

の課題と認識しております。

①事業収益拡大とコスト削減

当社グループは、外科領域では止血材、癒着防止材、粘膜隆起材等、組織再生

領域では創傷治癒材等、DDS領域では核酸医薬等のパイプラインを開発しておりま

すが、これらの早期の製品上市、製品販売による収益獲得が、当社グループ経営

の安定化に向けた課題であると認識しております。

主力製品である止血材については、欧州及びオーストラリアに続き、内視鏡先

進国である日本及び世界最大の市場を有する米国においても、前連結会計年度よ

り本格的に製品販売を開始しております。売上成長を最大化するために、各極に

おいて営業体制を確立・拡大し、相応の営業費用を投じてまいりましたが、短期

的には奏功せず当連結会計年度も営業損失が継続する結果となりました。今後一

時的には、当社止血材の優位性が高く、売上成長が確実に見込まれる消化器内視

鏡領域に事業領域を絞り込み、他領域の営業体制は利益貢献が確実に見込まれる

範囲内での活動に留めることで、マーケティング費用を含む営業経費を削減し、

収益確保を最優先に進めてまいります。

研究開発に関しては、次世代止血材や粘膜炎の創傷治癒等の注力分野を除き、

新規開発を一時的に中断し、注力分野においても、臨床試験を必要としない又は

最小規模で実施できる等グローバルで見て最も有利な市場を選びながらコストと
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時間の最小化に努めております。さらに、資本提携や事業提携についても検討を

続けており、グループ全体で、グローバルの視点から早期の収益性の改善に努め

てまいります。

②資金調達

当社グループの事業運営及び研究開発を進めるための十分な資金確保に向けて、

米国においてバイオ業界への投資に多くの実績を有する投資ファンドのハイツ・

キャピタル・マネジメント・インクに対し、2023年７月に第８回無担保転換社債

型新株予約権付社債、第35回及び第36回新株予約権を、2024年４月に第39回新株

予約権を発行いたしました。これにより、当連結会計年度において、第８回無担

保転換社債型新株予約権付社債の発行により660,660千円、第35回及び第36回新株

予約権の発行並びに第35回新株予約権の全部権利行使により1,688,450千円、第39

回新株予約権の発行及び権利行使により272,960千円、さらに既発行の第34回新株

予約権の残り全ての権利行使により342,600千円を調達することができました。一

方で、第８回無担保転換社債型新株予約権付社債について期間内に転換されなか

ったため、2024年１月に660,660千円を満期償還しております。

また、株式会社りそな銀行とコミットメントライン契約を締結しており、安定

的な事業資金の確保に取り組んでおります。今後も引き続き、金融機関からの借

入を含む様々な資金調達を検討し、継続的な財務基盤の強化に努めてまいります。

③研究開発体制及び経営管理体制の強化

当社グループは、パイプラインの進展及び事業のグローバル展開に対応するた

め多様化するリスクを把握し、これに対処するための研究開発体制や経営管理体

制の強化を経営課題と認識しております。

当社グループは、研究開発において小規模の体制で各規制当局の定める基準に

準拠した体制を構築し、複数の製品開発を実施しております。今後、研究開発活

動がさらに拡大、グローバル化した際にも必要な情報の収集を行い、社内規程の

改訂や継続的社員教育等を通して、法令や規則の遵守のための活動を継続して行

ってまいります。

また、当社グループは小規模組織ですがグローバルに拠点を展開しております。

そのため、グループ全体での内部統制体制を確立することを目指し、統制項目や

業務プロセスを検証し、リスクを洗い出し、それを最小化する取り組みを実施し

ております。今後も組織的な内部統制の構築を進めるとともに、組織間の牽制機

能の強化やコンプライアンス体制の強化に向け取り組んでまいります。

また今後も、上市製品の増大、事業展開エリアの拡大等、事業ステージに合わ

せて、充分な体制を維持すべく、事業計画に合わせた人員計画により、高度な専

門知識・経験を有する国内外の人材確保や育成、外部リソースの積極活用に努め
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てまいります。

(4) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第17期

2021年４月期
第18期

2022年４月期
第19期

2023年４月期
第20期(当連結会計年度)
2024年４月期

事 業 収 益 1,024,375
千円

1,506,230
千円

2,314,083
千円

4,588,818
千円

経常利益又は経常損失（△） △1,900,344
千円

△1,807,067
千円

△2,356,571
千円

140,139
千円

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 （△）

△2,012,615
千円

△1,894,757
千円

△2,445,978
千円

△255,505
千円

１ 株 当 た り
当 期 純 損 失 （△）

△49.65
円

△37.20
円

△40.64
円

△3.49
円

総 資 産 3,508,287
千円

5,610,723
千円

5,825,518
千円

5,886,282
千円

純 資 産 1,659,828
千円

1,457,719
千円

524,771
千円

353,307
千円

１ 株 当 た り 純 資 産 27.25
円

17.84
円

0.23
円

△1.66
円

（注）１. １株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式数により算出しており、１株当たり
純資産は、期末発行済株式数により算出しております。

（注）２. 第18期より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適
用しており、第18期以降の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後
の数値を記載しております。

(5) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率(％) 主要な事業内容

3-D Matrix,Inc. 1,932千米ドル 100.0

医療製品開発･販売3-D Matrix Europe SAS. 3,060千ユーロ 100.0

3-D Matrix Medical Technology
Pty Ltd

0.1千豪ドル
100.0

(100.0)

（注）１. 上記子会社は、売上高、総資産及び純資産等を参考に選定しております。
（注）２. 当社の出資比率の（ ）内の数字は、間接所有比率であります。
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③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。

(6) 主要な事業内容（2024年４月30日現在）

事 業 区 分 主 要 製 品

医療製品事業

医療製品開発･販売

自己組織化ペプチド技術を基盤技術として外科
領域・組織再生領域・DDS領域において医療機器
及び医薬品の研究開発を行う事業です。

主要な開発パイプラインとしては、外科領域で
は吸収性局所止血材、粘膜隆起材、癒着防止材を
有しており、組織再生領域では歯槽骨再建材、創
傷治癒材を有しています。

研究試薬販売

自己組織化ペプチドのPuraMatrix製品を研究試
薬用途での販売を行っています。同製品は、国内
外の大学・研究機関等における自己組織化ペプチ
ドを用いた様々な医療分野の応用研究に用いられ
ております。

(7) 主要な営業所（2024年４月30日現在）

① 当社の主要な事業所

名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区麹町三丁目２番４号

② 子会社の主要な事業所

名 称 所 在 地

3-D Matrix,Inc. 米国マサチューセッツ州

3-D Matrix Europe SAS. フランス共和国リヨン市

3-D Matrix Medical Technology
Pty Ltd

オーストラリア連邦ビクトリア州
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(8) 従業員の状況（2024年４月30日現在）

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

106 名 ２名 減

(注) 上記従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は含んでおりません。

② 当社の従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減

21 名 ―名

(注) 上記従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は含んでおりません。

(9) 主要な借入先（2024年４月30日現在）

借入先 借入残高

株式会社りそな銀行 300,000千円

(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項

貸出コミットメントライン契約及び転換社債型新株予約権付社債には、財務制

限条項ないし早期償還条項が付されております。当連結会計年度末において、貸

出コミットメントライン契約における財務制限条項に抵触しておりますが、借入

金融機関からは、期限の利益の喪失に係る権利行使をご猶予いただく旨の同意を

得ております。また、2024年5月31日時点において、転換社債型新株予約権付社債

における早期償還条項に抵触しておりますが、社債権者からは期限の利益の喪失

に係る権利行使をご猶予いただく旨の同意を得ております。

また、当社において、2023年12月から2024年１月にかけて、取引先を装った複

数のメールによる虚偽の支払指示に応じ、誤って代金を支払ってしまう送金詐欺

による資金流出被害が生じ、198,807千円の送金詐欺損失を計上いたしました。こ

れを受けて、専門機関の助言を仰ぎながら必要な再発防止策を実施し、情報ネッ

トワークの構築、運用に当たって十分なセキュリティの確保に努めております。
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２．会社の株式に関する事項（2024年４月30日現在）

(1) 発行可能株式総数 250,000,000株

(2) 発行済株式の総数 81,640,709株

（自己株式246株を含む）

(3) 株 主 数 26,272名

(4) 大 株 主

株 主 名 持株数（株) 持株比率（％)

山田 祥美 3,248,500 3.98

永野 恵嗣 1,858,100 2.28

三和不動産株式会社 1,193,800 1.46

BOFAS INC SEGREGATION ACCOUNT 1,103,221 1.35

扶桑薬品工業株式会社 640,000 0.78

中埜 昌美 450,000 0.55

株式会社SBI証券 432,200 0.53

土屋 陽平 431,400 0.53

松本 松二 403,900 0.49

株式会社アイル 400,000 0.49

（注) 持株比率は、自己株式（246株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

当事業年度中における新株予約権の権利行使により、発行済株式の総数が

17,256,200株増加しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している新株予約権等の状況

当社取締役の保有する新株予約権の区分別合計

回次 (行使価額) 行 使 期 間
新株予約
権の数

目的となる
株式の種類
及び数

発行価額 保有者数

取締役
(社外取締
役を除く)

第15回 (894円)
2018年３月24日
～2026年３月22日

240個
普通株式
24,000株

無償 １名

第18回 (791円)
2020年５月24日
～2028年５月23日

328個
普通株式
32,800株

無償 １名

第22回 (535円)
2021年７月６日
～2029年７月５日

400個
普通株式
40,000株

無償 ２名

第26回 (477円)
2022年７月10日
～2030年７月９日

128個
普通株式
12,800株

無償 １名

第32回 (339円)
2024年７月22日
～2032年７月21日

1,536個
普通株式
153,600株

無償 ７名

第37回 (195円)
2025年７月21日
～2033年７月20日

120個
普通株式
12,000株

無償 １名

(注)１. 上記のうち、第15回、第18回、第22回、第26回及び第37回新株予約権並びに第32回新株予約
権のうち120個は、取締役就任前に付与されたものであります。

(注)２. 社外取締役及び監査役には新株予約権を付与しておりません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の

状況

項目 第37回新株予約権

発行決議日 2023年７月20日

新株予約権の数 3,594個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 359,400株

発行価格 無償

新株予約権の行使価額 1個につき 19,500円

権利行使期間 2025年７月21日～2033年７月20日

使用人等への交付状況

当社使用人

９名

600個

子会社の役員及び使用人

38名

2,994個

(注)上記のうち、244個（24,400株）は退職により権利を喪失しています。
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(3) その他新株予約権等に関する重要な事項（2024年４月30日現在）

当社は、2023年６月29日開催の取締役会決議に基づき、第８回無担保転換社債型

新株予約権付社債並びに第35回及び第36回新株予約権を発行しております。また、

2024年３月19日開催の取締役会決議に基づき、第39回新株予約権を発行しておりま

す。

新株予約権等の内容は、次のとおりであります。

第８回無担保転換社債型新株予約権付社債

新株予約権の数 40個

目的となる株式の種類、数及び

転換価額

普通株式 3,690,837株

（上記潜在株式数は、当初転換価額である179円で転換された場合

における最大交付株式数です。本新株予約権付社債には価格修正

条項は付されておりませんので、上限転換価額及び下限転換価額

はありません。）

新株予約権の発行価額 無償

権利行使期間 2023年７月19日～2024年１月12日

新株予約権付社債の残高 －

(注)本新株予約権付社債は2024年１月17日に満期償還いたしました。

第35回新株予約権

新株予約権の数 126,662個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 12,666,200株

新株予約権の払込金額 23,305千円（１個当たり184円）

行使の条件
当初行使価額179円

（行使価額は一定の条件の下、修正又は調整される。）

権利行使期間 2023年７月19日～2025年７月18日

(注)本新株予約権は2023年12月20日に全ての権利行使が完了いたしました。

第36回新株予約権

新株予約権の数 126,226個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 12,622,600株

新株予約権の払込金額 2,272千円（１個当たり18円）

行使の条件 行使価額218円

権利行使期間 2023年７月19日～2028年７月20日
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第39回新株予約権

新株予約権の数 260,000個

目的となる株式の種類及び数 普通株式 26,000,000株

新株予約権の払込金額 22,620千円（１個当たり87円）

行使の条件
当初行使価額124円

（行使価額は一定の条件の下、修正又は調整される。）

権利行使期間 2024年４月５日～2025年４月４日
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４．会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等（2024年４月30日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 岡田 淳
3-D Matrix,Inc. 取締役
3-D Matrix Europe SAS. 取締役
3-D Matrix Medical Technology Pty Ltd 取締役

取締役会長 永野 恵嗣
3-D Matrix,Inc. 取締役
3-D Matrix Europe SAS. 取締役

取締役 新井 友行

取締役 小林 智

取締役 三木 貴生

取締役 天沼 利彦 3-D Matrix,Inc. 取締役

取締役 茂木 龍平

取締役 島村 和也

島村法律会計事務所 代表
コスモ・バイオ㈱ 社外取締役（監査等委員）
㈱明豊エンタープライズ 社外取締役（監査等委員）
㈱アズーム 社外取締役（監査等委員）

常勤監査役 河邉 務 河邉社会保険労務士事務所 代表

監査役 羽入 敏祐 羽入敏祐公認会計士事務所 代表

監査役 大川原 紀之
学校法人マックス学園 理事
天龍ホールディングス㈱ 監査役
虎ノ門３丁目法律事務所 代表弁護士

(注) １．島村和也氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．河邉務、羽入敏祐及び大川原紀之の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。
３．島村和也氏は、弁護士及び公認会計士の資格を有しており、企業法務に精通し、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．河邉務氏は、社会保険労務士の資格を有しており、企業管理全般に関する相当程度の知見

を有するものであります。
５．羽入敏祐氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
６．大川原紀之氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有する

ものであります。
７．当社は、島村和也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に

届け出ております。
８．三木貴生氏は、2024年５月31日付で取締役を辞任いたしました。
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(2) 責任限定契約の概要

当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づく、会

社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

また、当社の社外取締役及び各社外監査役は、会社法第423条第１項の責任につ

き、会社法第425条第１項に規定する最低責任限度額をもって、損害賠償責任の限度

としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の概要

当社は、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び子会社の役員等で

あり、保険料は全額会社が負担しております。当該保険契約の内容の概要は、被保

険者である役員等が職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請

求を受けることによって生ずることのある損害を、当該保険契約により保険会社が

填補するものです。故意又は重過失に起因する損害保険請求は、上記保険契約によ

り補填されず、また、填補する額について限度額を設けることにより、役員の職務

執行の適正性が損なわれないようにするための措置を講じています。

(4) 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役の報酬限度額は2021年７月30日開催の第17期定時株主総会において年額

350,000千円以内（うち社外取締役分30,000千円以内）とご決議いただいておりま

す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役１名）です。

監査役の報酬限度額は2012年７月26日開催の第８期定時株主総会において年額

30,000千円以内とご決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役

の員数は３名（うち社外監査役３名）です。

(5) 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

ⅰ)取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

2021年３月１日施行の会社法の一部を改正する法律（令和元年法律第70号）に

より、株主総会決議に基づく取締役の報酬等について、取締役の個人別の報酬等

の内容に係る決定方針を定めることが求められていることから、2021年２月25日

開催の取締役会において、以下の方針を決議しております。

ⅱ)決定方針の内容の概要

①基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして

十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決

定に際しては、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としておりま
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す。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連

動報酬等及び株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役については、そ

の職務に鑑み基本報酬のみを支払うこととしております。

②基本報酬(金銭報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える

時期又は条件の決定に関する方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応

じて他社水準、当社グループの業績、従業員給与の水準を考慮しながら、総合的

に勘案して決定するものとしております。

③業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関

する方針(報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績/個

別指標（KPI）を反映した現金報酬としております。各事業年度の事業進展や目標

指標に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として毎年、一定の時期に

支給することとしております。目標となる指標とその値は、中期経営計画と整合

するよう設定し、適宜、環境の変化に応じて監査役会の答申を踏まえた見直しを

行うものとしております。

非金銭報酬等は、ストック・オプション報酬とし、内容、数の算定方法、報酬等

を与える時期、条件の決定に関して取締役会にて決定するものとしております。

④金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の

報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関

連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬水準を踏まえ、取締役

会の委任を受けた代表取締役が決定するものとしております。決定の際には監査

役会の答申内容を尊重し、代表取締役の報酬の構成割合は、基本報酬：業績連動

報酬等（賞与）：非金銭報酬等＝70％：20％：10％を目安とし、他の取締役の報酬

構成割合は、代表取締役の報酬構成割合に準じて、職責や報酬水準を考慮し決定

することとしております。
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⑤取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役がその具体的内容

について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬の額及

び各取締役の担当事業の業績を踏まえた賞与の評価配分としております。取締役

会は当該権限が代表取締役によって適切に行使されるよう、監査役会に原案を提

出し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役は、当該答申の内容に

従って決定することとしております。なお、非金銭報酬等は監査役会の答申を踏

まえ、取締役会で取締役個人別の割当株式数を決議するものとしております。

ⅲ)当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものである

と取締役会が判断した理由

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等については、報酬等の内容の決定方

法が決定方針に整合していることや、監査役会及び社外取締役の意見が尊重され

ていることを確認しており、取締役会は決定方針に沿うものと判断しております。

(6) 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項

2023年７月27日開催の取締役会において代表取締役社長岡田淳に取締役の個人別

の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議をしております。その権限の内容

は各取締役の担当事業の業績を踏まえた各取締役の基本報酬の額であり、これらの

権限を委任した理由は、当社グループ全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業

の評価を行うには代表取締役社長が最も適切と判断されるためであります。

(7) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役
（うち社外取締役）

８名
(１名)

132,618千円
（ 5,400千円)

105,462千円
（ 5,400千円)

―千円
（―千円)

27,156千円
（―千円)

監査役
（うち社外監査役）

５名
(５名)

16,800千円
（16,800千円)

16,800千円
（16,800千円)

―千円
（―千円)

―千円
（―千円)

合 計 13名 149,418千円 122,262千円 ―千円 27,156千円

(注) １．非金銭報酬等は、ストック・オプションとして付与した新株予約権に係る当事業年度中の
費用計上額であります。

２．上記の監査役の支給人員には、2023年７月27日開催の第19期定時株主総会の終結の時をも
って退任した監査役２名を含んでおります。

(8) 社外役員に関する事項

① 社外役員等の重要な兼職の状況等

ア．取締役島村和也氏は、島村法律会計事務所の代表を兼任しております。ま
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た、コスモ・バイオ株式会社、株式会社明豊エンタープライズ、株式会社

アズームの社外取締役（監査等委員）を兼任しております。各社と当社の

間には、資本関係及び取引関係はありません。

イ．監査役河邉務氏は、河邉社会保険労務士事務所の代表を兼任しております。

同社と当社の間には、資本関係及び取引関係はありません。

ウ．監査役羽入敏祐氏は、羽入敏祐公認会計士事務所の代表を兼任しておりま

す。同社と当社の間には、資本関係及び取引関係はありません。

エ．監査役大川原紀之氏は、学校法人マックス学園の理事、天龍ホールディン

グス株式会社の監査役及び虎ノ門３丁目法律事務所の代表弁護士を兼任し

ております。各社と当社の間には、資本関係及び取引関係はありません。

② 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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③ 当事業年度における主な活動状況

取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況等

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役 島村 和也

当事業年度に開催された取締役会に12回中12回出席するとともに、
監査役会にオブザーバーとして出席しました。弁護士・公認会計士
としての専門的な知識・経験等を当社の経営に活かし、公正かつ客
観的な立場で、取締役会及び監査役会では意思決定の妥当性・適正
性について意見表明を行っております。また、取締役会以外の場に
おいても代表取締役との意見交換では、適宜必要な助言を行ってお
ります。

社外監査役 河邉 務

当事業年度に開催された取締役会に12回中12回出席するとともに、
監査役会に19回中19回出席しました。社会保険労務士としての専門
的な知識・経験等を当社の経営に活かし、公正かつ客観的な立場
で、取締役会及び監査役会では意思決定の妥当性・適正性について
意見表明を行っております。また、常勤監査役として定期的に代表
取締役との意見交換、社内における重要な会議にも出席するととも
に往査を実施しております。

社外監査役 羽入 敏祐

社外監査役就任後に開催された取締役会に10回中10回出席するとと
もに、監査役会に14回中14回出席しました。公認会計士としての専
門的な知識・経験等を当社の経営に活かし、公正かつ客観的な立場
で、取締役会及び監査役会では意思決定の妥当性・適正性について
意見表明を行っております。また、定期的に代表取締役との意見交
換を実施しております。

社外監査役 大川原 紀之

社外監査役就任後に開催された取締役会に10回中10回出席するとと
もに、監査役会に14回中13回出席しました。弁護士としての専門的
な知識・経験等を当社の経営に活かし、公正かつ客観的な立場で、
取締役会及び監査役会では意思決定の妥当性・適正性について意見
表明を行っております。また、定期的に代表取締役との意見交換を
実施しております。

（注) 上記の取締役会の開催回数の他、会社法第370条及び当社定款第26条に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が８回ありました。

― 26 ―

2024年06月26日 14時17分 $FOLDER; 26ページ （Tess 1.50(64) 20240521_01）



５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 35,200千円

当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 35,200千円

(注) １. 会計監査人の報酬等について、監査役会は、監査項目別監査時間及び監査報酬の推移並び
に過年度の監査計画と実績の状況を確認し、当事業年度の監査時間及び報酬額の見積りの妥
当性を検討した結果、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事
業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３. 当社の重要な子会社のうち、3-D Matrix, Inc.、3-D Matrix Europe SAS.及び3-D Matrix
Medical Technology Pty Ltdは、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の監査を
受けており、うち、3-D Matrix Europe SAS.及び3-D Matrix Medical Technology Pty Ltd
は、当社の会計監査人と同一のネットワークに属しているグラント・ソントンに対して、監
査証明業務に基づく報酬7,179千円を支払っております。

(3) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたし

ます。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

(5) 会計監査人が受けた過去２年間に受けた業務停止処分

会計監査人は、2023年12月26日付で、金融庁から契約の新規の締結に関する業

務の停止３ヶ月（2024年１月１日から同年３月31日）の処分を受けました。

当社は、会計監査人の再発防止に向けた改善への取り組み及び当社に対する会

計監査業務は適正かつ厳格に遂行されていることを評価し、会計監査人による監

査を継続することにいたしました。
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６．会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制

・ 当社はコンプライアンスに基づく企業活動を行うべく、法令・定款及び社内

規程の遵守、徹底を図る。

・ 取締役会については、取締役会規程に基づき月１回定時取締役会を開催する

とともに必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、各取締役は取締役会

において重要な職務執行状況を報告し、他取締役の職務執行を相互に監視・

監督を行う。

・ 取締役会規程に基づき、重要な職務執行について取締役会に付議すべき事項

を具体的に定め、取締役会で決定を行う。

・ 監査役は、取締役会に出席し取締役の職務執行状況について意見聴取すると

ともに監視・監督を行う。

・ 内部監査人は、定期的な内部監査で会社の業務実態を把握し、法令、定款及

び社内諸規程に準拠して適正かつ合理的に職務執行が行われているかの監査

結果を代表取締役に報告する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・ 取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程に基づき、その保

存媒体に応じて、適切かつ確実に保存・管理するものとする。また、保存・

管理体制は継続的に見直しを実施する。

・ 取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時これらの文書等を検索・閲

覧できるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他体制

・ リスク管理規程に基づき、徹底したリスクの洗い出しを行う。

・ 内部監査人は、各部門におけるリスク管理の状況を監査し、その結果を定期

的に、代表取締役及び取締役会、監査役会に報告する。

・ リスクが顕在化した場合には迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に

抑える体制を整える。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 経営に関する重要事項については、会議を必要に応じて開催し、取締役会付

議事項の事前審議を行う。

・ 事業計画に基づき中長期計画を策定し、予算管理規程により単年度の予算に

ついて計数目標を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて業績

目標の達成に向けた計数管理を行う。

・ 取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、職務権限規程、業

務分掌規程に基づき、その責任者が職務権限・決裁基準に則った決定を行う
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体制とする。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・ コンプライアンス規程に基づき、法令・定款の遵守を図るとともに、社内業

務における適法・適切な手続きを明示した社内規程を整備し運用を行う。

・ 内部監査人は、経営監視機能を高めるとともに、各部署における業務執行が

法令・定款に適合しているかどうか内部監査を行い、企業倫理向上及びコン

プライアンスの徹底を図る。

⑥ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

・ 子会社の取締役等は、関係会社管理規程に基づき、子会社の業務及び取締役

等の職務の執行の状況を当社に遅滞なく報告する。

⑦ 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・ リスク管理規程に基づき、徹底したリスクの洗い出しを行う。

・ 内部監査人は、子会社におけるリスク管理の状況を監査し、その結果を定期

的に、代表取締役及び取締役会、監査役会に報告する。

・ リスクが顕在化した場合には迅速かつ組織的な対応を行い、損害を最小限に

抑える体制を整える。

⑧ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・ 経営に関する重要事項については、当社及び子会社の取締役を含めた会議を

必要に応じて開催し、取締役会付議事項の事前審議を行う。

・ 事業計画に基づき中長期計画を策定し、予算管理規程により単年度の予算に

ついて計数目標を明確にするとともに、予算と実績の差異分析を通じて業績

目標の達成に向けて計数管理を行う。

・ 当社又は子会社の取締役会の決定に基づく業務執行については、関係会社管

理規程及びその他社内規程に基づき、その責任者が職務権限・決裁基準に則

った決定を行う体制とする。

⑨ 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するための体制

・ 当社のコンプライアンス規程を子会社においても準用し、法令、定款及び社

内規程の遵守、徹底を図る。

・ 関係会社規程に基づき、重要な職務執行について当社取締役会に付議すべき

事項を具体的に定め、当社取締役会で決定を行う。

・ 監査役は、子会社の取締役等の職務執行状況について必要に応じて意見聴取

するとともに監視・監督を行う。

・ 内部監査人は、定期的な内部監査で子会社の業務実態を把握し、法令、定款

及び社内諸規程に準拠して適正かつ合理的に職務執行が行われているかの監

査結果を代表取締役に報告する。
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⑩ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する体制

・ 当社は関係会社管理規程を制定し、当社企業集団相互の円滑な連携と健全な

事業の発展を図る。

・ 管理部はグループ各社の業務を所管する部門と連携して、内部統制の状況を

把握し必要に応じて改善策等を指導する。

・ 内部監査人はグループ各社に対し、定期的に内部監査を実施し、法令並びに

規程の遵守状況を監査するとともに必要な指導を行う。

⑪ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

・ 監査役がその必要を求めた場合には、これを置くこととする。

⑫ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

・ 補助の使用人を置く場合には、当該使用人は監査役の指揮命令下に配属し、

人事処遇等については、取締役会と監査役会が事前に協議の上決定する。

・ 取締役は監査役補助使用人がその監査業務を遂行する上で制約を受けないよ

うに配慮し、その評価は監査役の意見を聴取することとする。

⑬ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

・ 監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う旨を取締

役及び使用人に周知徹底する。

⑭ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関

する事項

・ 監査役は、原則取締役会に出席し、取締役より、重要事項の報告を受け、関

係書類の配布並びに詳細な説明を受ける。

・ 取締役及び使用人は、各監査役の要請に応じて業務内容及び内部統制状況に

ついて報告を行い、職務執行に関する法令違反、定款違反及び不正事実又は

当社に損害を及ぼす事実を知った時は、遅滞なく報告するものとする。

・ 稟議書並びに重要な契約書等は決裁・承認後、速やかに監査役が閲覧できる

よう整備され、各業務執行の状況が随時確認できる体制とする。

・ 監査役は、内部監査人より、内部監査の結果等について報告を受ける。

⑮ 子会社の取締役・監査役等及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査役に報告をするための体制

・ 子会社の取締役及び使用人は、当社監査役から業務執行に関する事項につい

て報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行う。

・ 子会社の取締役及び使用人は、職務執行に関する法令違反、定款違反及び不

正事実又は当社又は子会社に著しい損害を及ぼす事実を知ったときは、遅滞

なく報告するものとする。
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⑯ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

・ 監査役へ報告を行った当社又は子会社の取締役又は使用人に対し、当該報告

をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及

び子会社の取締役及び使用人に周知徹底する。

⑰ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当

該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

・ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の

職務の執行について生ずる費用又は債務の処理については、監査役の請求等

に従い円滑に行い得る体制とする。

⑱ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・ 常勤監査役は、重要な意思決定の過程や業務の進捗状況を把握できるように

取締役会の他重要な会議に出席できることとする。

・ 監査役会は、内部監査人、会計監査人と定期的に四半期に１度連絡会を開催

し、相互連携を図る。

・ 監査役会は、代表取締役と定期的に四半期に１度の報告会を開催し、情報・

意見交換を行う。

⑲ 財務報告の信頼性を確保するための体制

・ 財務報告の信頼性、適正性の確保のため、全社的な統制活動及び各業務プロ

セスの統制活動を強化し、その運用体制を構築する。

⑳ 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

⑳-1 反社会的勢力との取引排除に向けた基本的考え方

ⅰ 当社の行動規範として反社会的勢力対応規程を社内規程に定め、社長以下全

役職員が一丸となって反社会的勢力の排除に取り組む。

ⅱ 反社会的勢力とは取引関係を含めて一切関係を持たない。また、反社会的勢

力による不当要求は一切を拒絶する。

⑳-2 反社会的勢力との取引排除に向けた整備状況

ⅰ 反社会的勢力対応規程において「反社会的勢力の不当な介入を許さず、断固

として排除する姿勢」について明文化し、全役職員の行動指針とするととも

に、反社会的勢力の排除のための体制作りに取り組む。

ⅱ 反社会的勢力の排除を推進するために管理部を統括部署とする。

ⅲ 取引先等について、反社会的勢力との関係に関して確認を行う。また反社会

的勢力の該当有無の確認のため、外部関係機関等からの情報収集に努める。

ⅳ 反社会的勢力からの不当要求に備え、平素から警察、弁護士等の外部の専門

機関と密接な連携関係を構築する。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下

のとおりであります。

①取締役の職務の執行について

当社の取締役会は８名の取締役（うち社外取締役１名）で構成されており、

取締役会には取締役及び監査役３名（うち社外監査役３名）が出席し、当社グ

ループの重要事項の審議、決議するとともに業務執行の報告が行われました。

社外取締役は独立した立場から審議、決議に加わり、経営の監督を行っており

ます。また各監査役についても同様に経営の監査を行っております。

②企業集団における業務の適正確保について

関係会社管理規程に基づき、当社取締役会において、子会社における重要事

項の審議及び決議並びに業務執行の報告が行われました。

③リスク管理体制について

リスク管理規程を制定し、経営に与える影響が大きいと判断されるリスクに

ついては取締役会で報告され、リスクの共有及び迅速な対応を図っております。

④監査役の職務の執行について

監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、月１回の定時監査役会に加え

て適宜臨時監査役会を開催し、会社の状況を把握し監査役相互による意見交換

を行っております。また常勤監査役は、社内の重要会議に出席するとともに取

締役等から職務執行状況を適宜聴取し、経営監視機能の強化及び向上を図って

おります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
(注) 本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

― 32 ―

2024年06月26日 14時17分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20240521_01）



連 結 貸 借 対 照 表

(2024年４月30日現在) （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 5,791,750 流 動 負 債 1,536,851

現金及び預金 1,363,538 短期借入金 300,000

売掛金 1,224,256 未払金 354,425

棚卸資産 2,860,903 未払費用 443,643

前渡金 233,886 未払法人税等 333,980

その他 162,705 その他 104,801

貸倒引当金 △53,540

固 定 負 債 3,996,123

転換社債型新株予約権付社債 3,873,820

固 定 資 産 94,531 その他 122,303

有形固定資産 －

負 債 合 計 5,532,974

無形固定資産 －

(純 資 産 の 部)

投資その他の資産 94,531 株 主 資 本 3,862,241

投資有価証券 8,405 資本金 13,818,459

その他 86,125 資本剰余金 13,808,179

利益剰余金 △23,764,244

自己株式 △153

その他の包括利益累計額 △3,997,538

その他有価証券評価差額金 382

為替換算調整勘定 △3,997,920

新 株 予 約 権 488,604

純 資 産 合 計 353,307

資 産 合 計 5,886,282 負債･純資産合計 5,886,282

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(2023年５月１日から
2024年４月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

事 業 収 益

売 上 高 4,588,818 4,588,818

事 業 費 用

売 上 原 価 1,502,416

研 究 開 発 費 555,593

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,647,847 6,705,857

営 業 損 失 2,117,039

営 業 外 収 益

受 取 利 息 53

為 替 差 益 2,345,392

そ の 他 20,613 2,366,060

営 業 外 費 用

支 払 利 息 83,764

支 払 手 数 料 3,415

株 式 交 付 費 9,121

棚 卸 資 産 廃 棄 損 12,536

そ の 他 42 108,881

経 常 利 益 140,139

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 58,752 58,752

特 別 損 失

減 損 損 失 24,716

送 金 詐 欺 損 失 198,807 223,523

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 24,631

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 230,873

当 期 純 損 失 255,505

親会社株主に帰属する当期純損失 255,505

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2023年５月１日から
2024年４月30日まで)

（単位：千円）

株主資本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2023年５月１日残高 12,675,385 12,665,105 △23,508,739 △153 1,831,599

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 1,143,073 1,143,073 2,286,147

親会社株主に帰属する当期純損失(△) △255,505 △255,505

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額 (純額)

連結会計年度中の変動額合計 1,143,073 1,143,073 △255,505 － 2,030,641

2024年４月30日残高 13,818,459 13,808,179 △23,764,244 △153 3,862,241

その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

2023年５月１日残高 △447 △1,816,337 △1,816,785 509,958 524,771

連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 2,286,147

親会社株主に帰属する当期純損失(△) △255,505

株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額 (純額) 830 △2,181,582 △2,180,752 △21,354 △2,202,106

連結会計年度中の変動額合計 830 △2,181,582 △2,180,752 △21,354 △171,464

2024年４月30日残高 382 △3,997,920 △3,997,538 488,604 353,307

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

継続企業の前提に関する注記

当社グループは、医療製品の研究開発投資を行う先行投資型企業であります。主力製品である止血

材は、既にグローバルに販売を開始しておりますが、現時点でも止血材の営業体制確立等のために相

当額の先行費用を計上していることから、前連結会計年度以前より継続して営業損失のマイナスを計

上しております。また、当連結会計年度においても、営業損失2,117,039千円のマイナスを計上して

おります。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると認識

しております。

今後、当社グループは当該状況をいち早く解消し、経営基盤の安定化を実現するために、以下の改

善策に取り組んでまいります。

(1)事業収益拡大とコスト削減

当社グループは、外科領域では止血材、癒着防止材、粘膜隆起材等、組織再生領域では創傷治癒材

等、DDS領域では核酸医薬等のパイプラインを開発しておりますが、これらの早期の製品上市、製品

販売による収益獲得が、当社グループ経営の安定化に向けた課題であると認識しております。

主力製品である止血材については、欧州及びオーストラリアに続き、内視鏡先進国である日本及び

世界最大の市場を有する米国においても、前連結会計年度より本格的に製品販売を開始しておりま

す。売上成長を最大化するために、各極において営業体制を確立・拡大し、相応の営業費用を投じて

まいりましたが、短期的には奏功せず当連結会計年度も営業損失が継続する結果となりました。今後

一時的には、当社止血材の優位性が高く、売上成長が確実に見込まれる消化器内視鏡領域に事業領域

を絞り込み、他領域の営業体制は利益貢献が確実に見込まれる範囲内での活動に留めることで、マー

ケティング費用を含む営業経費を削減し、収益確保を最優先に進めてまいります。

研究開発に関しては、次世代止血材や粘膜炎の創傷治癒等の注力分野を除き、新規開発を一時的に

中断し、注力分野においても、臨床試験を必要としない又は最小規模で実施できる等グローバルで見

て最も有利な市場を選びながらコストと時間の最小化に努めております。さらに、資本提携や事業提

携についても検討を続けており、グループ全体で、グローバルの視点から早期の収益性の改善に努め

てまいります。

(2)資金調達

当社グループの事業運営及び研究開発を進めるための十分な資金確保に向けて、米国においてバイ

オ業界への投資に多くの実績を有する投資ファンドのハイツ・キャピタル・マネジメント・インクに

対し、2023年７月に第８回無担保転換社債型新株予約権付社債、第35回及び第36回新株予約権を、

2024年４月に第39回新株予約権を発行いたしました。これにより、当連結会計年度において、第８回

無担保転換社債型新株予約権付社債の発行により660,660千円、第35回及び第36回新株予約権の発行

並びに第35回新株予約権の全部権利行使により1,688,450千円、第39回新株予約権の発行及び権利行

使により272,960千円、さらに既発行の第34回新株予約権の残り全ての権利行使により342,600千円を

調達することができました。一方で、第８回無担保転換社債型新株予約権付社債について期間内に転

換されなかったため、2024年１月に660,660千円を満期償還しております。

また、株式会社りそな銀行とコミットメントライン契約を締結しており、安定的な事業資金の確保

に取り組んでおります。今後も引き続き、金融機関からの借入を含む様々な資金調達を検討し、継続

的な財務基盤の強化に努めてまいります。
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しかしながら、「(1)事業収益拡大とコスト削減」については製品販売の拡大、収益構造の改善、資

本提携や事業提携が想定どおりに進まないリスクがあります。また、「(2)資金調達」については、株

式市場の動向や株価の下落等により新株予約権の行使による資金調達に関して当初想定した調達額を

確保できないリスクや、借入金にかかる財務制限条項又は転換社債型新株予約権付社債にかかる早期

償還条項への抵触により、当社が期限の利益を喪失し返済義務を負うリスクがあります。

これらのリスクにより、事業運営及び研究開発のための十分な資金が確保できない可能性があり不

確実性があるため、現時点において継続企業の前提に重要な不確実性が認められます。

なお、連結計算書類は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響

を連結計算書類には反映しておりません。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

連結子会社の数 ８社

連結子会社の名称 3-D Matrix,Inc.

3-D Matrix Europe SAS.

3-D Matrix Asia Pte. Ltd.

3-D Matrix (Beijing) Biotechnology Co.,Ltd

3-D Matrix Medical Technology Limited

3-D Matrix EMEA B.V.

3-D Matrix UK Limited

3-D Matrix Medical Technology Pty Ltd

２．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、3-D Matrix (Beijing) Biotechnology Co.,Ltdの決算日は12月31日でありま

す。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用し

ております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等… 移動平均法による原価法によっております。

② 棚卸資産

製品、原材料、貯蔵品…… 移動平均法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切り下げの方法により算定しております）

仕掛品……………………… 個別法による原価法（連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切り下げの方法により算定しております）
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(2) 重要な減価償却固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産………………
（リース資産を除く）

建物及び構築物並びに工具、器具及び備品については定率法
（但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
は定額法）によっております。
機械装置及び運搬具については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～15年

機械装置及び運搬具 ８年

工具、器具及び備品 ４年～15年

② 無形固定資産………………
（リース資産を除く）

定額法によっております。

③ リース資産……………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい
ては、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方
法によっております。

④ 長期前払費用…………………定額法によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費……支出時に全額費用として処理しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(5) 収益及び費用の計上基準

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしております。主な履行義務の内容及び収益を認識する

時点は以下のとおりであります。

製品の販売（日本・オランダ・オーストラリア・米国他）については製品の引渡時点において顧

客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が充足されたと判断していることから、製品の引渡時

点で収益を認識しております。

また、収益は顧客との契約において約束された対価から返品・値引及び割戻等を控除した金額で

測定しております。

取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれており

ません。

(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及

び費用についても同様に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上し

ております。

会計上の見積りに関する注記

棚卸資産

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 2,860,903千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産の評価方法は、原則として取得原価をもって連結貸借対照表価額とし、連結会計年度末
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における正味売却価額が取得原価よりも下回っている場合には、当該正味売却価額をもって連結貸

借対照表価額としております。

当該見積りについては、実勢販売価額等に基づき正味売却価額を算定しておりますが、将来の不

確実な経済条件の変動等により影響を受ける場合があり、見積りと異なった場合には、翌連結会計

年度以降の連結計算書類において、棚卸資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

表示方法の変更に関する注記

連結損益計算書

前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「棚卸資産廃棄

損」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会

計年度の「棚卸資産廃棄損」は408千円であります。

連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 263,063千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

財務制限条項及び早期償還条項

㈱りそな銀行からの短期借入金300,000千円については、財務制限条項が付されております。

(1) 2024年４月期末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を５億円以上に維持すること。

(2) 2024年４月期末日の連結貸借対照表における借入金を合算した金額の1.2倍以上の現金及び預

金を維持すること。

当連結会計年度末においては、上記(1)につき抵触することとなりましたが、借入金融機関から

は、期限の利益の喪失に係る権利行使をご猶予いただく旨の同意を得ております。

第５回乃至第７回無担保転換社債型新株予約権付社債については、早期償還条項が付されており

ます。

(1) 転換価額修正日に当該修正価額が下限転換価額を下回る場合、当社は、①転換社債型新株予約

権付社債５個又は②未転換の転換社債型新株予約権付社債のいずれか小さい方を早期償還する

ものとし、当該償還額と未払社債利息の合計額に0.9を除した金額を支払わなければならない。

但し、社債権者は、上記の早期償還を次の転換価額修正日まで延期させることができる。

(2) 第35回及び第36回新株予約権の行使による当社の累計資金調達額が660,660千円を超えた場合

（以下、かかる超過分を「本超過調達分」という。）、社債権者は、本超過調達分を上限として、

第５回乃至第７回無担保転換社債型新株予約権付社債の全部又は一部を償還を請求することが

できる。

当連結会計年度末においては、第５回乃至第７回無担保転換社債型新株予約権付社債が上記(1)に

抵触しております（約1,200百万円の早期償還義務発生）が、社債権者からは期限の利益の喪失に係

る権利行使をご猶予いただく旨の同意を得ております。(2)につきましては、第35回新株予約権の行

使による当社の累計資金調達額が660,660千円を超えております（約341百万円の早期償還義務発生）

が、社債権者からは償還の請求を受けておりません。
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偶発債務

訴訟にかかる賠償等

当連結会計年度末において、当社は、元従業員１名より、当社による雇用契約終了に関して解雇無

効を主張して、従業員としての地位確認及び未払賃金（月額約１百万円及び年度末支払分約２百万

円）の支払並びに損害賠償３百万円を求める訴訟の提起を受けております。現時点において当社グ

ループの今後の業績に与える影響額を合理的に予測することは困難であります。

連結損益計算書に関する注記

減損損失

当社グループは、当連結会計年度におきまして、以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

（単位：千円）

用途 種類 場所 減損損失

事業用資産

工具、器具及び備品
フランス、イギリス、オラ
ンダ

442

ソフトウエア 日本 2,410

特許権、長期前払費用 日本、シンガポール 21,863

(注１) 減損損失の認識に至った経緯
当社グループは、当初の中期経営計画に基づき事業を遂行する過程で、今後の収益見通
しを見直した結果、当該事業用資産につき減損処理を行うこととし、減損損失として特
別損失に計上しております。

(注２) グルーピングの方法
当社グループは、事業用資産については、地域別の区分に基づきグルーピングしており
ます。

(注３) 回収可能価額の見積り方法
当資産グループの回収可能価額について、事業用資産は使用価値により測定しており、
将来キャッシュ・フローがマイナスであるため、零としております。

送金詐欺損失

悪意ある第三者による虚偽の支払指示に基づいた資金流失被害によるものであります。

連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 81,640,709株

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的とな

る株式の種類及び数

普通株式 61,282,879株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、第三者割当及び公募等による増

資並びに銀行借入及び転換社債型新株予約権付社債により資金を調達しております。増資並びに銀

行借入及び転換社債型新株予約権付社債により調達した資金の使途は主に研究開発資金及び事業運

営資金であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。また、敷金は、主にオフィ

スの賃借に伴うものであり、取引先の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、業務上の

関係を有する企業（海外を含む）の株式であり、発行体の信用リスクや為替の変動リスクに晒され

ておりますが、投機的取引はございません。

営業債務である未払金及び銀行借入である短期借入金は、１年以内の支払期日であり、資金調達

に係る流動性リスクに晒されております。未払金の一部には外貨建のものがあり、為替の変動リス

クに晒されております。転換社債型新株予約権付社債は、事業活動拡大への対応に係る資金調達で

あります。有利子でありますが固定金利であり、金利の変動リスクには晒されておりません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について管理部門が主要な取引先の状況を定期的にモニ

タリングし、取引先ごとに回収期日及び残高を管理しております。また、当社は、営業債務及び借

入について管理部門が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性を当社の研究開

発費、販売費及び一般管理費の12ヶ月相当分を維持すること等により、流動性リスクを管理してお

ります。当社グループの主要取引先は世界各国にあり、その取引価格は、外貨建のものと円建価格

のものが存在しております。外貨建の取引については、当社が為替の影響を受けることとなってお

り、一方、円建価格の取引については当社の取引先が為替の影響を受けることとなっております。

敷金については、賃借契約に際し、取引先の信用状況の把握に努めております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額の他、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提

条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2024年４月30日（連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、重要性が乏しいと認められるものは含めておらず、また、現金は

注記を省略しております。預金、売掛金、短期借入金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿

価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額 時価 差額

転換社債型新株予約権付社債 3,873,820 3,858,178 △15,641

（注）１.市場価格のない株式等は記載しておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以
下のとおりであります。

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 8,405

（注）２.転換社債型新株予約権付社債の連結決算日後の償還期限の総額
（単位：千円）

１年以内 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

－ － 3,873,820 － －

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ

のレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形
成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット

がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して

おります。

時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

転換社債型新株予約権付社債 － 3,858,178 － 3,858,178

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

転換社債型新株予約権付社債
元利金の合計額と償還期限までの残存期間及び当社の信用リスクを加味した利率による

割引現在価値法により時価を算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

日本 オランダ
オースト
ラリア

米国 その他
外部顧客への
売上高合計

901,540 1,163,590 435,601 1,532,135 555,951 4,588,818

(注1) 事業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(注2) 前連結会計年度において区分して表示しておりました「ドイツ」での収益につき、相対的
重要性が低下したことから「その他」に含めて表示しております。

２．収益を理解するための基礎となる情報

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ３．会計方針に関する事項（5）収益及

び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度末及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

該当事項はありません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 △1円66銭

１株当たり当期純損失（△） △3円49銭

重要な後発事象に関する注記

新株予約権の権利行使

当社が発行した「第39回新株予約権」について、当連結会計年度末後から2024年６月14日までに

権利行使が行われており、その概要は以下のとおりであります。

1.新株予約権の行使個数 53,000個

2.発行した株式の種類及び株式数

（2024年４月30日現在の

発行済株式総数の6.5％）

普通株式 5,300,000株

3.資本金の増加額 314,555千円

4.資本準備金の増加額 314,555千円
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貸 借 対 照 表

(2024年４月30日現在) （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 5,589,874 流 動 負 債 1,059,422

現金及び預金 454,511 買掛金 5

売掛金 7,719,423 短期借入金 300,000

棚卸資産 1,384,767 未払金 390,099

前渡金 242,128 未払費用 19,956

立替金 2,071 未払法人税等 343,179

関係会社短期貸付金 11,304,366 預り金 6,182

その他 93,825

貸倒引当金 △15,611,219

固 定 負 債 3,873,820

固 定 資 産 28,461 転換社債型新株予約権付社債 3,873,820

有形固定資産 ー

負 債 合 計 4,933,243

無形固定資産 ー

(純 資 産 の 部)

投資その他の資産 28,461 株 主 資 本 196,106

投資有価証券 8,405 資本金 13,818,459

その他 20,055 資本剰余金 13,808,179

資本準備金 13,808,179

利益剰余金 △27,430,379

その他利益剰余金 △27,430,379

繰越利益剰余金 △27,430,379

自己株式 △153

評 価 ･ 換 算 差 額 等 382

その他有価証券評価差額金 382

新 株 予 約 権 488,604

純 資 産 合 計 685,093

資 産 合 計 5,618,336 負債・純資産合計 5,618,336

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(2023年５月１日から
2024年４月30日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

事 業 収 益

売 上 高 1,934,155 1,934,155

事 業 費 用

売 上 原 価 1,186,194

研 究 開 発 費 465,732

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,093,121 2,745,048

営 業 損 失 810,892

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8

為 替 差 益 2,271,992

そ の 他 4,353 2,276,354

営 業 外 費 用

支 払 利 息 83,016

支 払 手 数 料 3,415

株 式 交 付 費 9,121

棚 卸 資 産 廃 棄 損 12,536

そ の 他 11 108,101

経 常 利 益 1,357,360

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 58,752 58,752

特 別 損 失

減 損 損 失 29,394

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 3,359,842

送 金 詐 欺 損 失 198,807 3,588,044

税 引 前 当 期 純 損 失 2,171,931

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 240,072

当 期 純 損 失 2,412,004

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2023年５月１日から
2024年４月30日まで)

（単位：千円）

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

2023年５月１日残高 12,675,385 12,665,105 12,665,105 △25,018,375 △25,018,375

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 1,143,073 1,143,073 1,143,073

当 期 純 損 失 △2,412,004 △2,412,004

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額 (純額)

事業年度中の変動額合計 1,143,073 1,143,073 1,143,073 △2,412,004 △2,412,004

2024年４月30日残高 13,818,459 13,808,179 13,808,179 △27,430,379 △27,430,379

株主資本
評価･換算差額

等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

2023年５月１日残高 △153 321,963 △447 509,958 831,473

事業年度中の変動額

新 株 の 発 行 2,286,147 2,286,147

当 期 純 損 失 △2,412,004 △2,412,004

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額 (純額) 830 △21,354 △20,523

事業年度中の変動額合計 ― △125,856 830 △21,354 △146,380

2024年４月30日残高 △153 196,106 382 488,604 685,093

(注) 金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

継続企業の前提に関する注記

当社は、医療製品の研究開発投資を行う先行投資型企業であります。主力製品である止血材は、既

にグローバルに販売を開始しておりますが、現時点でも止血材の営業体制確立等のために相当額の先

行費用を計上していることから、前事業年度以前より継続して営業損失を計上しております。また、

当事業年度においても、営業損失810,892千円を計上しております。これにより、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような状況が存在していると認識しております。

今後、当社グループは当該状況をいち早く解消し、経営基盤の安定化を実現するために、以下の改

善策に取り組んでまいります。

(1)事業収益拡大とコスト削減

当社グループは、外科領域では止血材、癒着防止材、粘膜隆起材等、組織再生領域では創傷治癒材

等、DDS領域では核酸医薬等のパイプラインを開発しておりますが、これらの早期の製品上市、製品

販売による収益獲得が、当社グループ経営の安定化に向けた課題であると認識しております。

主力製品である止血材については、欧州及びオーストラリアに続き、内視鏡先進国である日本及び

世界最大の市場を有する米国においても、前事業年度より本格的に製品販売を開始しております。売

上成長を最大化するために、各極において営業体制を確立・拡大し、相応の営業費用を投じてまいり

ましたが、短期的には奏功せず当事業年度も営業損失が継続する結果となりました。今後一時的に

は、当社止血材の優位性が高く、売上成長が確実に見込まれる消化器内視鏡領域に事業領域を絞り込

み、他領域の営業体制は利益貢献が確実に見込まれる範囲内での活動に留めることで、マーケティン

グ費用を含む営業経費を削減し、収益確保を最優先に進めてまいります。

研究開発に関しては、次世代止血材や粘膜炎の創傷治癒等の注力分野を除き、新規開発を一時的に

中断し、注力分野においても、臨床試験を必要としない又は最小規模で実施できる等グローバルで見

て最も有利な市場を選びながらコストと時間の最小化に努めております。さらに、資本提携や事業提

携についても検討を続けており、グループ全体で、グローバルの視点から早期の収益性の改善に努め

てまいります。

(2)資金調達

当社グループの事業運営及び研究開発を進めるための十分な資金確保に向けて、米国においてバイ

オ業界への投資に多くの実績を有する投資ファンドのハイツ・キャピタル・マネジメント・インクに

対し、2023年７月に第８回無担保転換社債型新株予約権付社債、第35回及び第36回新株予約権を、

2024年４月に第39回新株予約権を発行いたしました。これにより、当事業年度において、第８回無担

保転換社債型新株予約権付社債の発行により660,660千円、第35回及び第36回新株予約権の発行並び

に第35回新株予約権の全部権利行使により1,688,450千円、第39回新株予約権の発行及び権利行使に

より272,960千円、さらに既発行の第34回新株予約権の残り全ての権利行使により342,600千円を調達

することができました。一方で、第８回無担保転換社債型新株予約権付社債について期間内に転換さ

れなかったため、2024年１月に660,660千円を満期償還しております。

また、株式会社りそな銀行とコミットメントライン契約を締結しており、安定的な事業資金の確保

に取り組んでおります。今後も引き続き、金融機関からの借入を含む様々な資金調達を検討し、継続

的な財務基盤の強化に努めてまいります。

しかしながら、「(1)事業収益拡大とコスト削減」については製品販売の拡大、収益構造の改善、資
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本提携や事業提携が想定どおりに進まないリスクがあります。また、「(2)資金調達」については、株

式市場の動向や株価の下落等により新株予約権の行使による資金調達に関して当初想定した調達額を

確保できないリスクや、借入金にかかる財務制限条項又は転換社債型新株予約権付社債にかかる早期

償還条項への抵触により、当社が期限の利益を喪失し返済義務を負うリスクがあります。

これらのリスクにより、事業運営及び研究開発のための十分な資金が確保できない可能性があり不

確実性があるため、現時点において継続企業の前提に重要な不確実性が認められます。

なお、計算書類等は継続企業を前提としており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を

計算書類等には反映しておりません。

重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式……………………………移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法によっております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

製品、原材料、貯蔵品………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております）

仕掛品…………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切り下げの方法により算定しております）

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産……………………………
（リース資産を除く）

建物並びに工具、器具及び備品については定率法（但し、
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
は定額法）によっております。
機械及び装置については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります

建物 ８年～15年

機械及び装置 ８年

工具、器具及び備品 ４年～15年

(2) 無形固定資産……………………………
（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産………………………………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
については、自己所有の固定資産に適用する減価償却方
法と同一の方法によっております。

(4) 長期前払費用……………………………定額法によっております。

３．繰延資産の処理方法

株式交付費及び社債発行費………………支出時に全額費用として処理しております。

４．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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５．収益及び費用の計上基準

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしております。

製品の販売については製品の引渡時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し履行義務が

充足されたと判断していることから、製品の引渡時点で収益を認識しております。

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨により換算し、換算差額は損益として

処理しております。

会計上の見積りに関する注記

棚卸資産

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額 1,384,767千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

棚卸資産の評価方法は、原則として取得原価をもって貸借対照表価額とし、事業年度末における

正味売却価額が取得原価よりも下回っている場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額

としております。

当該見積りについては、実勢販売価額等に基づき正味売却価額を算定しておりますが、将来の不

確実な経済条件の変動等により影響を受ける場合があり、見積りと異なった場合には、翌事業年度

以降の計算書類において、棚卸資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

表示方法の変更に関する注記

損益計算書

前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「棚卸資産廃棄損」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。なお、前事業年度の「棚

卸資産廃棄損」は377千円であります。

貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 124,342千円

減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 7,605,097千円

短期金銭債務 281,104千円

財務制限条項及び早期償還条項

㈱りそな銀行からの短期借入金300,000千円については、財務制限条項が付されております。

(1) 2024年４月期末日の連結貸借対照表における純資産の部の金額を５億円以上に維持すること。

(2) 2024年４月期末日の連結貸借対照表における借入金を合算した金額の1.2倍以上の現金及び預

金を維持すること。

当事業年度末においては、上記(1)につき抵触することとなりましたが、借入金融機関からは、期

限の利益の喪失に係る権利行使をご猶予いただく旨の同意を得ております。
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第５回乃至第７回無担保転換社債型新株予約権付社債については、早期償還条項が付されておりま

す。

(1) 転換価額修正日に当該修正価額が下限転換価額を下回る場合、当社は、①転換社債型新株予約

権付社債５個又は②未転換の転換社債型新株予約権付社債のいずれか小さい方を早期償還する

ものとし、当該償還額と未払社債利息の合計額に0.9を除した金額を支払わなければならない。

但し、社債権者は、上記の早期償還を次の転換価額修正日まで延期させることができる。

(2) 第35回及び第36回新株予約権の行使による当社の累計資金調達額が660,660千円を超えた場合

（以下、かかる超過分を「本超過調達分」という。）、社債権者は、本超過調達分を上限として、

第５回乃至第７回無担保転換社債型新株予約権付社債の全部又は一部を償還を請求することが

できる。

2024年４月30日時点において、第５回乃至第７回無担保転換社債型新株予約権付社債が上記(1)に

抵触しております（約1,200百万円の早期償還義務発生）が、社債権者からは期限の利益の喪失に係

る権利行使をご猶予いただく旨の同意を得ております。(2)につきましては、第35回新株予約権の行

使による当社の累計資金調達額が660,660千円を超えております（約341百万円の早期償還義務発生）

が、社債権者からは償還の請求を受けておりません。

偶発債務

訴訟にかかる賠償等

当事業年度末において、当社は、元従業員１名より、当社による雇用契約終了に関して解雇無効を

主張して、従業員としての地位確認及び未払賃金（月額約１百万円及び年度末支払分約２百万円）

の支払並びに損害賠償３百万円を求める訴訟の提起を受けております。現時点において当社グルー

プの今後の業績に与える影響額を合理的に予測することは困難であります。

損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売上高 1,032,615千円

研究開発費 354,240千円

２．特別損失

貸倒引当金繰入額

子会社への債権等に対し、貸倒引当金繰入額3,359,842千円を計上しております。

送金詐欺損失

悪意ある第三者による虚偽の支払指示に基づいた資金流失被害によるものであります。

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 246株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の主な内容は、繰越欠損金、貸倒引当金、関係会社株式評価損、減損損失、株式報

酬費用であります。なお、全額評価性引当額を計上しております。
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（単位：千円）

属 性
会社等
の名称

議決権等の所有
(被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子 会 社

3-D
Matrix,
Inc.

所有
直接100％

研究開発等
の委託
資金の貸付
製品の販売
役員の兼任

研究開発等
の委託
(注１)

資金の貸付
(注２)

当社製品の
販売
(注３)

178,564

437,012

248,191

前渡金
未払金

短期貸付金
(注４)
売掛金
(注４)

31,131
53,529

4,434,116

552,099

3-D
Matrix
Europe
SAS.

所有
直接100％

資金の貸付
製品の販売
研究開発等
の委託
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

当社製品の
販売
(注３)

研究開発等
の委託
(注１)

―

760,822

194,862

短期貸付金
(注４）
売掛金
(注４）

未払金

4,370,340

6,303,249

227,568

3-D
Matrix
Asia
Pte. Ltd.

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

119,198 短期貸付金
(注４）

1,921,812

3-D
Matrix
Medical
Technology
Pty Ltd

所有
間接100％

製品の販売
役員の兼任

当社製品の
販売
(注３)

23,148 売掛金
(注４）

663,482

3-D
Matrix
EMEA B.V.

所有
直接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
（注２）

― 短期貸付金
(注４）

193,303

3-D
Matrix
UK
Limited.

所有
間接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

―
短期貸付金
(注４）

71,581

3-D
Matrix
Medical
Technology
Limited.

所有
間接100％

資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付
(注２)

41,136 短期貸付金
(注４）

313,212

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注１) 研究開発等委託の取引条件については、市場実勢を勘案して金額等を決定しております。
(注２) 資金貸付の取引条件については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受け

入れておりません。
(注３) 製品の販売及び商品の仕入については、市場価格、総原価を勘案して決定しております。
(注４) 子会社への債権等に対して、15,611,219千円の貸倒引当金を計上しております。また、当事

業年度においては3,359,842千円の貸倒引当金繰入額を計上しております。

― 51 ―

2024年06月26日 14時17分 $FOLDER; 51ページ （Tess 1.50(64) 20240521_01）



収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針 ５．収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 2円41銭

１株当たり当期純損失（△） △32円91銭

重要な後発事象に関する注記

新株予約権の権利行使

当社が発行した「第39回新株予約権」について、当事業年度末後から2024年６月14日までに権利

行使が行われており、その概要は以下のとおりであります。

1.新株予約権の行使個数 53,000個

2.発行した株式の種類及び株式数

（2024年４月30日現在の

発行済株式総数の6.5％）

普通株式 5,300,000株

3.資本金の増加額 314,555千円

4.資本準備金の増加額 314,555千円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2024年６月21日
株式会社スリー・ディー・マトリックス
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 秋 田 秀 樹 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 居 一 彦 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 永 竜 也 印

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社スリー・ディー・マトリックスの2023

年５月１日から2024年４月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社スリー・ディー・マトリックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前連結会計年度以前より継続して営業損

失を計上しており、また、当連結会計年度においても、営業損失を計上していることから、継続企業の前
提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確
実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該
注記に記載されている。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実
性の影響は連結計算書類に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2024年６月21日
株式会社スリー・ディー・マトリックス
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 秋 田 秀 樹 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 土 居 一 彦 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 永 竜 也 印

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社スリー・ディー・マトリックス

の2023年５月１日から2024年４月30日までの第20期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は前事業年度以前より継続して営業損失を

計上しており、また、当事業年度においても、営業損失を計上していることから、継続企業の前提に重要
な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記
載されている。計算書類等は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は
計算書類等に反映されていない。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査役会は、2023年５月１日から2024年４月30日までの第20期事業年度における取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、タイムリーな情報共有を可能とする手段も活用しながら、取締役、内部監査部門（経営企

画室）その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及

び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために

必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取

締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて

説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す

るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審

議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書

類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検

討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認

められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部

統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき

事項は認められません。なお、事業報告に記載のとおり当事業年度に発生した送金詐欺事案

に関して実施した再発防止策については、監査役会として継続的にその対応状況を確認して

まいります。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2024年６月25日

株式会社スリー・ディー・マトリックス 監査役会

常勤監査役 河 邉 務 ㊞

監 査 役 羽 入 敏 祐 ㊞

監 査 役 大 川 原 紀 之 ㊞

(注) 常勤監査役 河邉 務、監査役 羽入 敏祐及び監査役 大川原 紀之は、会社法第2条第16号

及び第335条第3項に定める社外監査役であります。

以上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 監査役２名選任の件

監査役河邉務氏及び羽入敏祐氏の２名は、本総会終結の時をもって辞任されま

すので、監査役２名の選任をお願いしたいと存じます。

また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。

監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

１ 伊
い と う

藤 耕一郎
こういちろう

(1972年９月26日生)

1997年４月 ゴールドマン・サックス証券会社 入
社

―株

2005年11月 税理士法人中央青山（現PwC税理士法
人） 入社

2009年７月 公認会計士登録

2011年５月 伊藤国際会計税務事務所開業 代表就
任（現任）

2012年１月 ノベル国際コンサルティング有限責
任事業組合 パートナー就任（現任）

2014年２月 Bridge Capital Asset Management㈱
監査役就任（現任）

2017年２月 VISITS Technologies㈱ 監査役就任
（現任）

2018年６月 ㈱エス・エム・エス 社外取締役（監
査等委員）就任

2020年２月 アクトホールディングス㈱ 取締役就
任（現任）

2020年６月 地盤ネットホールディングス㈱ 社外
監査役就任（現任）

2020年10月 モイ㈱ 社外監査役就任（現任）

2022年６月 ㈱いい生活 社外取締役（監査等委
員）就任（現任）

2022年８月 大和証券オフィス投資法人 監督役員
就任（現任）

（重要な兼職の状況）

伊藤国際会計税務事務所 代表

地盤ネットホールディングス㈱ 社外監査役

モイ㈱ 社外監査役

㈱いい生活 社外取締役（監査等委員）

大和証券オフィス投資法人 監督役員
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び
重要な兼職の状況

所有する
当社の株式数

２ 竹
たけもと

本 毅
たけし

(1956年１月13日生)

1980年４月 ㈱日立製作所 入社

―株

2002年７月 New Media Japan, Inc.
マネージャー

2004年５月 当社 代表取締役社長就任

2007年９月 Unisantis FZE 日本事務所代表就任

2008年６月 ニュースコープアジアパシフィック
㈱ 取締役社長就任

2010年２月 ㈱グリーントレード 代表取締役社長
就任

2012年２月 ㈱JANAソリューション 事業開発本部
長就任

2019年３月 日東商事㈱ 開発営業部長就任

（重要な兼職の状況）

―

(注) １．各監査役候補者と当社の間に、特別の利害関係はありません。
２．当社は、当社監査役全員を被保険者とする、会社法第430条の３に規定する役員等賠償責任

保険契約を締結しており、各候補者が当社監査役に選任された場合には新規に当該保険契
約の被保険者となります。また、継続契約の次回更新時及び新規契約については同内容で
の契約を予定しております。なお、当該契約の概要については、事業報告の「４．会社役
員に関する事項」に記載のとおりであります。

３．伊藤耕一郎氏及び竹本毅氏は社外監査役候補者であります。
４. 伊藤耕一郎氏及び竹本毅氏を社外監査役候補者とした理由
(1) 伊藤耕一郎氏につきましては、公認会計士としての専門的な知識・経験等を当社の監査に

活かしていただきたいため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
(2) 竹本毅氏につきましては、企業経営者としての豊富な知識・経験等を当社の監査に活かし

ていただきたいため、社外監査役として選任をお願いするものであります。
５. 社外監査役との責任限定契約について

当社は伊藤耕一郎氏及び竹本毅氏の選任が承認された場合、両氏の間で責任限定契約を
締結する予定であります。当該契約の概要については、事業報告の「４．会社役員に関す
る事項」に記載のとおりであります。
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第２号議案 当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員、当社子会社の取締

役及び従業員並びに社外協力者に対して、ストック・オプションとし

て新株予約権を発行する件

会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下のとおり当社の取締

役（社外取締役を除く）及び従業員、当社子会社の取締役及び従業員並びに社外

協力者に対して、ストック・オプションとしての新株予約権を発行すること及び

募集事項の決定を当社取締役会に委任することのご承認をお願いするものであり

ます。

当社取締役（社外取締役を除く）に対する新株予約権の発行につきましては、

会社法第361条第１項第１号及び第４号並びに同条第４項に基づくご承認も兼ねて

おります。

当社の取締役の報酬等の額は、2021年７月30日開催の第17期定時株主総会にお

いて年額350,000千円以内とすることをご承認いただいておりますが、この報酬額

の枠内で新株予約権を取締役の報酬等として付与するものであります。

なお、本議案の対象となる取締役の員数は、社外取締役１名を除く６名となり

ます。

１．金銭の払込を要しないで新株予約権を引き受ける者の募集をすることを必要

とする理由及び新株予約権を取締役の報酬等として付与することを相当とす

る理由

当社取締役（社外取締役を除く）及び従業員並びに当社子会社の取締役及び従

業員に対して中長期的なインセンティブを付与することを目的とし、社外協力者

には期待する貢献の度合いに応じて付与するものであり、当社グループ全体の事

業推進やグローバル展開を加速させ、企業価値の向上や株主の皆様の利益向上を

目指してストック・オプションとしての新株予約権を発行するものであります。

また、当社は2021年２月25日開催の取締役会において、事業報告４.(5)「取締

役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項」に記載のとおり、取締

役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めており、本議案の内容は当該方

針に沿うものであり、本議案の内容は相当であると考えております。

２．本議案の承認決議による委任に基づいて当社取締役会が募集事項の決定をす

ることができる新株予約権の内容及び数の上限

(1) 新株予約権の数の上限及び目的である株式の数

新株予約権4,000個を上限といたします。なお、当社取締役への新株予約権の

割当数は1,000個を上限といたします。

各新株予約権の目的である株式数（以下「目的株式数」という。）は普通株式

100株といたします。

但し、割当日以降当社が当社普通株式の分割又は併合を行う場合には、次の

算式により目的株式数を調整するものといたします。かかる調整は、新株予約
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権のうち、当該時点で行使されていない目的株式数について行われ、調整の結

果生ずる１株未満の端数は、これを切り捨てるものといたします。

調整後目的株式数 ＝ 調整前目的株式数 × 分割・併合の比率

また、当社が時価を下回る価額で当社普通株式を発行又は自己株式の処分を

行う場合（時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使に伴う株式の発行

を除く。）、当社が合併、会社分割、株式交換又は株式移転（これらを総称して

以下「合併等」という。）を行う場合、株式無償割当を行う場合、その他目的株

式数を調整することが適切な場合は、会社は合理的な範囲内で目的株式数の調

整を行うことができるものといたします。

(2) 新株予約権につき、金銭の払込を要しないことといたします。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該新株予約権を行

使することにより交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下

「行使価額」という。）に目的株式数を乗じた金額といたします。

行使価額は、当該新株予約権の割当日の属する月の前月の各日（取引が成立

しない日を除く。）における東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引

の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げるものと

いたします。

但し、その金額が当該新株予約権の割当日の東京証券取引所における当社の

普通株式の終値（当日に売買がない場合はそれに先立つ直近日の終値）を下回

る場合は、後者の価格といたします。

割当日以降、当社が当社普通株式の分割・併合及び時価を下回る価額で当社普

通株式を発行又は自己株式の処分を行う場合（時価発行として行う公募増資、

新株予約権の行使に伴う株式の発行を除く。）は、次の算式により１株当たりの

行使価額を調整し、調整の結果生ずる１円未満の端数は切上げるものといたし

ます。なお、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する

自己株式の数を控除した数とし、自己株式の処分の場合には、次の算式におけ

る「新規発行株式数」は「処分自己株式数」、「分割・新規発行による増加株式

数」は「処分株式数」とそれぞれ読み替えるものといたします。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

分割・併合・新規発行前の時価

既発行
株式数

＋
分割・新規発行による増加株式数

（株式の併合の場合は
併合株式数を減ずる）

割当日以降、当社が合併等を行う場合、株式無償割当を行う場合、その他１

株当たりの行使価額を調整することが適切な場合は、当社は１株当たりの行使
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価額の調整を行うことができるものといたします。

(4) 新株予約権を行使することができる期間

①当社の取締役（社外取締役を除く）及び従業員並びに当社子会社の取締役及

び従業員：

当社取締役会における新株予約権発行の日後２年を経過した日から10年を経

過する日までといたします。

②社外協力者：

当社取締役会における新株予約権発行の日から、10年を経過する日までとい

たします。

(5) 新株予約権行使の条件

①新株予約権者のうち社外協力者を除く当社又は当社子会社の役員又は従業員

は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の役員又は従業員であ

ることを要するものといたします。但し、当社もしくは当社子会社の役員が任

期満了により退任した場合又は当社もしくは当社子会社の従業員が定年により

退職した場合その他正当な理由がある場合は、この限りではないものといたし

ます。

②前号にかかわらず、新株予約権者が新株予約権の行使期間の開始前に死亡し

た場合、新株予約権の行使期間開始後６ケ月を経過する日までの期間に限り、

新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することができるものといたしま

す。また、前号にかかわらず、新株予約権者が新株予約権の行使期間の開始後

に死亡した場合、新株予約権者死亡後６ケ月を経過する日までの期間に限り、

新株予約権者の相続人は、本新株予約権を行使することができるものといたし

ます。

③その他権利行使の条件は、株主総会及び取締役会の決議に基づき、当社と新

株予約権の割当を受ける者との間で締結する割当契約に定めるところによるも

のといたします。

(6) 増加する資本金及び資本準備金

本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額

は、会社計算規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の

１の額（計算の結果１円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額）

とし、増加する資本準備金の額は、上記の資本金等増加限度額から増加する資

本金の額を減じた額といたします。

(7) 新株予約権の取得事由

①当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式

交換契約書承認の議案又は株式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当

社は新株予約権を無償で取得することができるものといたします。

②新株予約権者が上記新株予約権行使の条件により新株予約権を行使できなく

なったときは、当社は当該新株予約権を無償で取得することができるものとい

たします。

③新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合は、当社は当該新
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株予約権を無償で取得することができるものといたします。

(8) 譲渡による本新株予約権の取得の制限

譲渡により本新株予約権を取得するには、当社取締役会の承認を要するもの

といたします。

(9) 合併等における新株予約権の交付

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは

新設分割（それぞれ当社が分割会社となる場合に限る。）又は株式交換もしくは

株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）（以下総称して「組

織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収

合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式

会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割に

つき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を

生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以

下同じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」とい

う。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条

第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「組織再編対象会社」と

いう。）の新株予約権をそれぞれ交付することといたします。

この場合においては、残存新株予約権は消滅し、組織再編対象会社は新株予

約権を新たに発行するものといたします。但し、以下の各号に沿って組織再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分

割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転契約において定めることを

条件といたします。

①交付する組織再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する

ものといたします。

②新株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の種類

組織再編対象会社の普通株式とするものといたします。

③新株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、決定するものといたします。

④新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新

株予約権の目的である組織再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とい

たします。

⑤新株予約権の権利行使期間

権利行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、権利行使期間の満了日までといたします。

⑥新株予約権の譲渡制限

譲渡による新株予約権の取得については、組織再編対象会社の取締役会の決

議による承認を要するものといたします。

以 上
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株主総会会場ご案内図

東京都千代田区隼町１番１号

ホテルグランドアーク半蔵門 富士西の間

TEL：03（3288）0111（代表）

［交通のご案内］

・東京メトロ半蔵門線「半蔵門駅」１番出口より徒歩約２分

・東京メトロ有楽町線「麹町駅」１番出口より徒歩約７分

当日会場は駐車場のご用意がございませんので、お車でのご来場はご遠

慮くださいますようお願い申しあげます。

本年は株主総会にご出席の株主様へのお土産の配布はございません。

何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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